
１４．高校生等への修学支援

（前 年 度 予 算 額 ３９０，９４１百万円)

平成28年度予算額（案） ３８４，１７４百万円

１ 要旨
全ての意志ある生徒が安心して教育を受けられるよう、高等学校等の授業料に充てる

ために高等学校等就学支援金を支給するとともに、低所得世帯に対しては、授業料以外

の教育費について、各都道府県が実施する高校生等奨学給付金事業を支援することで、

家庭の教育費負担の軽減を図る。

２ 内容

（１）高等学校等就学支援金等 367,973百万円（380,541百万円）

旧制度から新制度への移行に伴う支給対象者の増減などを反映 （平成２６年度か。

ら学年進行により、所得制限を導入 ）。

旧制度（不徴収交付金・就学支援金） ▲1,312億円（▲１１７万人）

新制度（就学支援金） ＋1,176億円（＋ ８８万人）

所得制限等による事務費交付金の増 10億円

（ ）。○ 高等学校等に在学する者に対して年額118,800円を支給 学校設置者が代理受領

○ 保護者等の年収が約910万円以上（ 304,200円以上）の世帯の生徒等に市町村民税所得割額

ついては、所得制限を設定。

○ 私立高等学校等に在学する生徒については、所得に応じて、支給金額を1.5～2.5

倍した額を上限として支給。

年収 約250万円未満（ 非課税） 297,000円（2.5倍）市町村民税所得割

年収 約250～350万円未満（ 51,300円未満） 237,600円（2.0倍）市町村民税所得割額

年収 約350～590万円未満（ 154,500円未満） 178,200円（1.5倍）市町村民税所得割額

※ 年収は両親のうちどちらか一方が働き、高校生１人（１６歳以上 、中学生１人の４）

人世帯の目安

※ 対象となる学校：国公私立の高等学校 中等教育学校 後期課程 特別支援学校 高、 （ ）、 （

等部 、高等専門学校（第1～3学年 、専修学校高等課程、専修学校一般課程及び各種学） ）

校のうち国家資格者養成課程（中学校卒業者を入所資格とするもの 、各種学校のうち）

告示指定を受けた外国人学校、海上技術学校

【経費内訳】

① 高等学校等就学支援金交付金 362,693百万円

② 高等学校等就学支援金事務費交付金 4,628百万円

③ 公立高等学校授業料不徴収交付金 651百万円
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（２）高校生等奨学給付金 13,127百万円（7,929百万円）

学年進行で着実に事業を実施するとともに、非課税世帯の給付額の増額を行うこと

。により、低所得世帯や多子世帯の教育費負担の軽減を図る（補助率１／３）

【拡充内容】

○ 学年進行で着実に事業を実施

平成２７年度：１～２年次 → 平成２８年度：１～３年次

○ 対象者数の増

平成２７年度：３４万人 → 平成２８年度：４７ ８万人（１３．８万人増）．

○ 非課税世帯【全日制 （第１子）における給付額の増額】

国公立 37,400円 → 59,500円（＋22,100円）

私 立 39,800円 → 67,200円（＋27,400円）

【給付要件】

○ 生活保護受給世帯、非課税世帯。

○ 保護者、親権者等が当該都道府県内に住所を有していること。

○ 高校生等が高等学校等就学支援金の支給対象高等学校等（高等学校、中等教育

学校（後期課程 、高等専門学校（１～３学年 、専修学校（高等課程）等）に平） ）

成２６ 年４月１日以降に入学し、且つ、高等学校等就学支援金を受ける資格を

有していること（特別支援学校高等部の生徒を除く 。）

【給付額】

○ 生活保護受給世帯【全日制等・通信制】

・国公立の高等学校等に在学する者 年額 32,300円

・私立の高等学校等に在学する者 年額 52,600円

○ 非課税世帯【全日制等 （第１子）】

・国公立の高等学校等に在学する者 年額 59,500円

・私立の高等学校等に在学する者 年額 67,200円

○ 非課税世帯【全日制等 （第２子以降）】

・国公立の高等学校等に在学する者 年額 129,700円

・私立の高等学校等に在学する者 年額 138,000円

○ 非課税世帯【通信制】

・国公立の高等学校等に在学する者 年額 36,500円

・私立の高等学校等に在学する者 年額 38,100円

（３）その他の高校生等への修学支援 2,653百万円（1,911百万円）

① 学び直しへの支援

高等学校等を中途退学した後、再び高等学校等で学び直す者に対して、都道府県

が、就学支援金の支給期間である３６月（定時制・通信制は４８月）の経過後も、

卒業までの間（最長２年 、継続して就学支援金に相当する額を支給する場合に、）

国が都道府県に対して所要額を補助する（補助率１０／１０ 。）
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② 家計急変世帯への支援

保護者の失職、倒産などの家計急変により収入が激減し、低所得となった世帯の

生徒に対し、国や都道府県が緊急の支援を行う場合、就学支援金の支給額に反映さ

、 （ 、 ）。れるまでの間 就学支援金と同様の支援を実施する 補助率１０／１０ １／２

③ 海外の日本人高校生への支援

海外の日本人学校等に通う日本人高校生についても、広く高等学校段階の学びを

支援する観点から、就学支援金に相当する額を支給する（補助率１０／１０ 。）

④ 特別支援教育就学奨励費の充実〔再掲〕

(４）マイナンバーに対応した高等学校等就学支援金事務処理システムの開発経費等

（ ）421百万円 561百万円

本格始動するマイナンバー・ネットワークと就学支援金事務を連動させた効率的な

就学支援金事務システムを整備する。
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高校生等への修学支援について

趣 旨

◆ 全ての意志ある生徒が安心して教育を受けられるよう、高等学校等の授業料に充

てるために高等学校等就学支援金を支給するとともに、低所得世帯に対しては、授

業料以外の教育費について、各都道府県が実施する高校生等奨学給付金事業を支援

することで、家庭の教育費負担の軽減を図る。

（平成27年度予算額 ３,９０９億円）
平成28年度予算額（案）３,８４2億円

237,600円

118,800円

383,598円

(私立高校の授業料
平均額(H26))

年収(円）※約250万 約350万

(公立高校授業料)

約590万 約910万

297,000円

178,200円

そ
の
他
教
育
費

高校生等
奨学給付金

都道府県による貸与型奨学金

授
業
料

[0円非課税] [51,300円] [154,500円] [304,200円]
※年収は両親のうちどちらか一方が働き、高校生１人(16歳以上）、中学生１人の４人世帯の目安。
実際は[ ]で示した市町村民税所得割額（両親の合算）で判断。

私立高校等のみ加算

都道府県による授業料減免

1.5倍

2.5倍

2倍

[市町村民税所得割額]

家計急変への対応 （１／２国庫補助）

就学支援金の加算

年収250万円未満世帯 ２．５倍

年収250～350万円世帯 ２倍

年収350～590万円世帯 １．５倍

就学支援金（118,800円）

◆ 平成２６年度から学年進行により所得制限を導入した新制度に移行。

（平成２８年度は定時制・通信制の４年生のみ旧制度）

◆ 新制度の移行に伴う支給対象者の増減などを反映。

・ 旧制度（不徴収交付金・就学支援金） ▲1,312 億円 （▲117 万人）

• 新制度（就学支援金） ＋1,176 億円 （＋ 88 万人）

• 所得制限等に伴う事務費交付金の増 ＋ 10 億円

※１ 年収約910万円（市町村民税所得割額 304,200円）以上の世帯の生徒等については、所得
制限を設定。

※２ 年額118,800円を上限とするが、私立高校に通う低所得世帯及び中所得世帯の生徒等につ
いては所得に応じて59,400円～178,200円を加算して支給。

高等学校等就学支援金等
平成28年度予算額（案） 3,680億円（平成２７年度予算額 3,805億円）
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高校生等奨学給付金

平成28年度予算額（案）２７億円（平成27年度予算額 19億円）
その他の高校生等への支援

(４)特別支援教育就学奨励費の充実【再掲】

(３)海外の日本人高校生への支援

海外の日本人学校等に通う日本人高校生についても、広く高等学校段階の学びを支援する観点か
ら、就学支援金に相当する額を支給する（補助率 １０／１０） 。

(１)学び直しへの支援

高等学校等を中途退学した後、再び高等学校等で学び直す者に対して、都道府県が、就学支援金の
支給期間である３６月（定時制・通信制は４８月）の経過後も、卒業までの間（最長２年）、継続
して就学支援金に相当する額を支給する場合に、国が都道府県に対して所要額を補助する（補助率
１０／１０）。

(２)家計急変世帯への支援

保護者の失職、倒産などの家計急変により収入が激減し、低所得となった世帯の生徒に対し、国や
都道府県が緊急の支援を行う場合、就学支援金の支給額に反映されるまでの間、就学支援金と同様の
支援を実施する（補助率 １０／１０ 、 １／２ ）。

◆ 本格始動するマイナンバー・ネットワークと就学支援金事務を連動させた効率的な就学支援金

事務システムを整備する。

平成28年度予算額（案） 4億円（平成２７年度予算額 6億円）

マイナンバーに対応した高等学校等就学支援金事務処理システム開発経費等

28年度

15.7万人

（実績）

34万人

（見込）

47.８万人

（見込）

３年次

２年次

３年次

２年次

１年次

26年度 27年度

３年次

２年次

１年次１年次

学年進行で着実に事業を実施するとともに、非課税世帯の給付額の増額を行うことにより、低所得世帯

や多子世帯の教育費負担の軽減を図る。（補助率１／３）

〈充実内容〉

①着実な事業の実施【32億円増】

学年進行（1～2年次⇒1～3年次）

②給付額の増額【20億円増】

◎非課税世帯（第１子）における給付額の増額

◎多子世帯の更なる経済的負担の軽減(ひとり親家庭・多子世帯等自立応援プロジェクト)

低所得世帯や多子世帯の更なる教育費負担の軽減を図る。

平成28年度予算額（案）131億円（平成27年度予算額779億円）

特別支援学校高等部の生徒の就学に必要な通学費、学用品費を援助する。

 　（例）私立学校に通う高校生が２人いる世帯

平成27年度 平成28年度 増減

177,800円 205,200円 ＋27,400円

兄（第１子） 39,800円 67,200円 ＋27,400円

弟（第２子以降） 138,000円 138,000円 土0円

世帯合計

世帯区分

生活保護世帯　 全日制・通信制 国公立 32,300円 私立 52,600円

非課税世帯　 　全日制等（第１子） 国公立 37,400円 → 59,500円 私立 39,800円 → 67,200円

　　　　　　　    〃      （第２子以降） 国公立 129,700円 私立 138,000円

                     通信制 国公立 36,500円 私立 38,100円

給付額（年額）
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１５．学校をプラットフォームとした総合的な子供の貧困

対策の推進

(前 年 度 予 算 額 2,182百万円）

平成28年度予算額(案) 2,577百万円

１．要 旨

家庭の経済状況にかかわらず、学ぶ意欲と能力のある全ての子供が質の高い教

育を受け、能力・可能性を最大限伸ばしてそれぞれの夢に挑戦できるようにする

ことは、一人一人の豊かな人生の実現に加え、今後の我が国の成長・発展にもつ

ながるものである。

子供の貧困対策に関する大綱を踏まえ、学校を子供の貧困対策のプラットフォ

ームと位置付け、総合的な子供の貧困対策を推進するとともに、教育の機会均等

を保障するため、教育費負担の軽減やフリースクール等で学ぶ子供への支援を実

施する。

２．内 容

○教育相談の充実 972百万円（ 647百万円）

〔補助率１／３ 〔補助事業者：都道府県・政令指定都市・中核市〕〕

・スクールソーシャルワーカー配置の増（2,247人→3,047人）

福祉の専門家であるスクールソーシャルワーカーを必要な全ての学校で活用

できるよう今後段階的に配置を拡充

小中学校のための配置（2,200人→3,000人 、）

高等学校のための配置（47人）

・貧困対策のための重点加配（600人→1,000人）

・スーパーバイザー（47人）の配置、連絡協議会の開催・研修を通じた質向上の

取組の支援【新規】

[目標]平成31年度までに、スクールソーシャルワーカーを全ての中学校区（約1万人）に

配置 H28：3,000人 （ひとり親家庭・多子世帯等自立応援プロジェクト）
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○学習支援の充実

・地域未来塾による学習支援の充実 269百万円（207百万円）

※「学校･家庭･地域の連携協力推進事業」の一部【生涯学習政策局計上】

〔補助率１／３ 〔補助事業者：都道府県・政令指定都市・中核市〕〕

経済的な理由や家庭の状況により、家庭での学習が困難であったり、学習習

慣が十分に身についていない中学生等に対して地域住民の協力やＩＣＴの活用

等による学習支援を実施するとともに、新たに高校生への支援を行う。

（2,000箇所→3,100箇所）

○高校生等の就職・就学支援等 553百万円（ 491百万円）

・多様な学習を支援する高等学校の推進事業経費

79百万円（ 79百万円）

〔委託費 〔委託事業者：都道府県、学校法人等〕〕

生徒の多様な学習ニーズに応じた教育活動を展開する定時制・通信制課程の

高等学校や総合学科の高等学校、ＩＣＴを活用した遠隔教育を実施する高等学

校における生徒への支援体制の充実を図り、生徒の学習意欲を向上させ、確か

な学力を身につけさせるなど、高等学校教育の質の確保・向上に向けた一層の

取組を推進する。

・補習等のための指導員等派遣事業（高等学校分 〔再掲〕）

474百万円（ 412百万円）

〔補助率１／３ 〔補助事業者：都道府県・政令指定都市〕〕

学習や学校生活に課題を抱える生徒の学力向上、進路支援、就職支援等を目

的とし、学校教育活動の一環として、補習・補充学習、進路選択への支援等を

、 、 、行うために 退職教員や学校と地域を結ぶコーディネーター 就職支援員など

多様な人材を高等学校等に配置する取組を推進する。

○要保護児童生徒援助費補助 783百万円（ 837百万円）

〔補助率１／２ 〔補助事業者：都道府県・市町村〕〕

要保護児童生徒の保護者に対して学用品費、修学旅行費、学校給食費等の就学

援助を行う。

≪関連施策≫

・教職員定数の改善（貧困による教育格差の解消50人）

・高校生等への修学支援

・幼児教育の無償化に向けた取組の段階的推進

・特別支援教育就学奨励費負担等
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（参考：復興特別会計）

◆被災児童生徒就学支援等事業 7,988百万円（8,033百万円）

〔補助率１０／１０ 〔補助事業者：都道府県〕〕

東日本大震災で被災し、経済的に就学が困難な幼児児童生徒の就学機会を確保す

るため、幼稚園児への就園支援、小中学生に対する学用品費等の援助、高校生に対

する奨学金支給、特別支援学校等に在籍する児童生徒等への就学奨励、私立学校及

び専修学校・各種学校の授業料減免などを実施する。(全額国庫補助の単年度の交

付金事業)

（参考：27年度補正予算額（案 ））

◆フリースクール等で学ぶ不登校児童生徒への支援モデル事業〔再掲〕

640百万円

〔委託費 〔委託事業者：都道府県・指定都市（市町村については、都道府県〕

から再委託して実施 〕）

フリースクール等で学ぶ不登校児童生徒の状況に応じた総合的な教育支援体制を

構築するためのモデル事業を通じて、不登校児童生徒が自信を持って学べる教育環

境を整備。
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■地域未来塾による学習支援の充実【H28予算額（案） 2.7億円(+0.6億円)】 〔補助率1/3〕

[H27] 2,000か所 → [H28] 約3,100か所（+1,100か所）

【目標】平成31年度までに5,000中学校区（全中学校区(1万校区)の半数）

■スクールソーシャルワーカー・スクールカウンセラーの配置拡充【H28予算額（案） 55億円(+8億円)】〔補助率1/3〕

教育相談の充実

学習支援の充実

全ての子供が集う場である学校を、子供の貧
困対策のプラットフォームとして位置づけ、
子供の貧困問題への早期対応、教育と福祉・
就労との組織的な連携、学校における学力保
障・進路支援、地域による学習支援を行うこ
とにより、貧困の連鎖を断ち切ることを目指
す。
【子供の貧困対策に関する大綱(平成26年8月29日閣議決定)を
踏まえ】

学校をプラットフォームとした総合的な子供の貧困対策の推進 （義務教育段階）

○学習支援の充実
・地域による学習支援

家庭

NPO・地域

福祉関連機関

教育委員会

○全公立中学校（10,000校）及び公立小学校（15,500校）への配置

○さらに小中連携型配置【拡充】（+週2日×4ｈ）
[H27] 300中学校区 → [H28] 2,500中学校区

○貧困対策のための重点加配【拡充】(+週1日×4h)
[H27] 600校 → [H28] 1,000校（+400校）

【目標】 平成31年度までに全公立小中学校(27,500校)に配置
H28：25,500校 （ひとり親家庭・多子世帯等自立応援プロジェクト）

○スクールソーシャルワーカーの配置【拡充】（週1日×3h）
[H27]2,247人 → [H28]3,047人（+800人、36％増）

○貧困対策のための重点加配【拡充】（+週1日×3h)
[H27] 600人 →   [H28]1,000人（+400人）

※併せてスクールソーシャルワーカーの質向上のため取組を支援

【目標】 平成31年度までに全ての中学校区（約1万人）に配置
H28：3,000人 （ひとり親家庭・多子世帯等自立応援プロジェクト）

②スクールカウンセラーの配置拡充①福祉の専門家であるスクールソーシャルワーカーの配置拡充

学校
（プラットフォーム）

○教育相談の充実
・貧困世帯と学校・教育委員会・

福祉部局をつなぐ

○学校教育における学力
保障
・きめ細かな授業の推進
による学力保障

スクールソーシャルワーカー

[H27]    [H28]
中学校 300校→ 2500校
小学校 600校→ 5000校

計 900校→ 7500校

（注）地域未来塾
家庭での学習習慣が十分に身についていない中学生・

高校生等を対象に大学生や教員ＯＢ等の地域住民の
協力やＩＣＴ等を活用した原則無料の学習支援

■貧困による教育格差の解消に向けた教員定数の措置 [H27]100人 → [H28] 150人（＋50人）

学校教育における学力保障
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多様な学習を支援する高等学校の推進事業経費
（平成２７年度予算額 ： ７８，８６７千円）
平成２８年度予算額（案）： ７９，２４３千円

定時制・通信制課程や総合学科の高等学校等において、生徒の多様な学習ニーズに対応し、生徒一人ひとりへきめ細かに専
門的かつ集中的な支援を行う専門人材を常駐させるなど学校全体における総体的な取組を推進。
また、当該学校が地域の拠点校として地域全体における定時制・通信制課程や総合学科の高等学校等の一層の振興を推進。

例１：定時制・通信制課程や総合学科における支援・相談体制の構築

地域拠点校 連携連携

専門的・集中的な支援

学校全体で
総体的に支援

全日制・定時制課程の高等学校におけるICTを活用した学習効果を高
める遠隔教育について調査研究を実施し、遠隔教育の普及促進を図る。

例２：高等学校における遠隔教育の普及・推進

ICTを活用した遠隔教育

不登校や中退経験者、特別な支援を要する生徒

◆目的・背景 教育再生実行会議第四次提言（平成25年10月）、中央教育審議会高等学校教育部会審議まとめ（平成26年6月）、
子どもの貧困対策の推進に関する法律に基づく大綱（平成26年8月閣議決定）を踏まえ、生徒の多様な学習ニーズに応じ
確かな学力や学習意欲の向上等を生徒に身に付けさせるなど、高校教育の質の確保・向上に向けた一層の取組を推進。

◆事業内容 定時制・通信制課程や総合学科における支援・相談体制の構築、遠隔教育の普及・推進など優れた取組を先導的に
実施する高等学校等に対し重点的に支援を図り、様々な観点から実践・検証を行うことにより、全国的に展開可能な実践事例の
確立・普及を目指すとともに、委託事業間でも互いに優れた実践事例や課題を共有しながら、より優れた取組を開発。

【委託事業 対象：都道府県教育委員会等 （指定件数 １６件）】

外部からの講師派遣や
外部機関との連携

生徒の多様な興味・関心や進路希望
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学習や学校生活に課題を抱える生徒の学力向上、進路支援等を目的とし、学校教育活動の一環として、補習・補充学習、
進路選択への支援等を行うために、退職教員や学校と地域を結ぶコーディネーターなど、多様な人材を高等学校等に配置す
る事業経費の一部を補助
○配置人数：１，１５０人（４．７億円） ○事業主体：都道府県及び政令指定都市
○補助割合：１／３（地方負担分については、地方交付税により、財政措置を講じることとしている）

～ 高 等 学 校 等 の 支 援 体 制 整 備 ～

補習等のための指導員等派遣事業（高等学校等）
（平成２８年度予算額(案)：4.7億円 ）

退職教職員、社会人、教員志望の大学生など退職教職員、社会人、教員志望の大学生など
〔活用の例〕

学習サポーター

・個別学習や課題別学習への対応

・補習・補充学習への対応

家庭

学校生活改善相談員

関係機関

進路アドバイザー

・進路選択への支援

・キャリア教育支援

教師業務アシスタント

支
援

支

援

援

支

支 援

調 整

絡連

学習の定着や学習意欲が十分でない生徒、不登校生徒・中途退学者の多い学校

高等学校等学習指導等 進路指導等

・不登校生徒・中途退学への対応

・教育相談

・教材開発・作成など教師の授業準備支援

・若手教員等への授業支援

-64-



① 要保護者・・・・・生活保護法第６条第２項に規定する要保護者（平成２５年度 約１５万人）
② 準要保護者・・・市町村教育委員会が生活保護法第６条第２項に規定する要保護者に準ずる程度に困窮していると認める者

（平成２５年度 約１３７万人） 【認定基準は各市町村が規定】

学校教育法第１９条において、「経済的理由によって、就学困難と認められる学齢児童生徒の保護者に対しては、市町村は、必要な
援助を与えなければならない。」と明記されている。

① 補助の概要 ： 市町村の行う援助のうち、要保護者への援助に対して、国は、義務教育の円滑な実施に資することを目的として、
「就学困難な児童及び生徒に係る就学奨励についての国の援助に関する法律」「学校給食法」「学校保健安全法」等に基づいて
必要な援助を行っている。 【要保護児童生徒援助費補助金】
② 補助対象品目 ： 学用品費／体育実技用具費／新入学児童生徒学用品費等／通学用品費／通学費／修学旅行費／校外活動
費／医療費／学校給食費／クラブ活動費／生徒会費／ＰＴＡ会費
③ 国庫補助率 ： １／２（予算の範囲内で補助）
④ 平成２８年度予算額（案） ： ８億円 （ ２７年度予算額 ： ８億円 ）

義務教育段階の就学援助について

準要保護者に対する就学援助については，三位一体改革により，平成１７年度より国の補助を廃止し，税源移譲・地方財政措置を
行い，各市町村が単独で実施している。

３ 要保護者等に係る支援

１ 就学援助の実施主体

４ 準要保護者に係る支援

２ 就学援助の対象者

※生活扶助基準の見直しに伴い、できるだけその影響が及ばないよう、国の取組を説明の上、その趣旨を理解した上で各自治体において判断し
ていただくよう依頼。

※生活扶助基準の見直しに伴い、できるだけその影響が及ばないよう、平成２５年度当初に要保護者として就学支援を受けていた
者等については、生活扶助基準の見直し以降も引き続き国による補助の対象。平成２８年度以降についても適切に対応。
※平成２８年度から学用品費など８つの費目の単価を１つに大括り化し、単価を標準化することにより、地方公共団体の事務負担
を軽減。
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＜事業概要＞
○ 東日本大震災により経済的理由から、就学等が困難となった幼児児童生徒に、就学支援等を実施
○ 既存の就学支援事業等において、震災に伴う対象者増や単価増に伴う都道府県等の負担を交付金として全額国庫で支援

＜参考＞
○ 平成２６年度までは「被災児童生徒就学支援等臨時特例交付金」として、平成２３年度から２６年度までの４年間で総額約４４４億円を措置し、
基金事業として実施。平成２６年度復興庁行政事業レビュー「公開プロセス」のとりまとめ結果を踏まえ、複数年度分の所要額を措置した従来
の基金方式を見直し、平成２７年度から全額国庫負担の単年度の交付金（被災児童生徒就学支援等事業交付金）として必要な所要額を計上
○ 復興・創生期間の初年度である平成28年度予算案においても、引き続き平成２７年度と同様のスキームで実施

＜具体的施策＞

【幼稚園等】
（対象者） 震災により幼稚園等への就園支援が必要となった世帯の幼児

（震災により所得階層区分が変更となった世帯の幼児も含む）
（補助率） 10/10
（対象経費） 保育料、入園料
（対象事業） 市町村等において行う幼稚園就園奨励事業等

【小・中学校】
（対象者） 震災により就学困難となった児童生徒
（補助率） 10/10
（対象費目） 学用品費、通学費、学校給食費、医療費 等
（対象事業） 市町村において行う就学援助事業
※ 通学費には、スクールバスの運行による通学手段の確保に係る経費を含む

被災児童生徒就学支援等事業
平成２８年度予算額（案） ８０億円（前年度予算額 ８０億円）

【東日本大震災復興特別会計】

【高等学校】
（対象者） 震災により修学困難となった生徒
（補助率） 10/10
（対象事業） 都道府県において行う奨学金事業
※ 都道府県において、貸与要件の緩和や返還時の柔軟な対応を行うこと
で、手厚い修学支援が可能

【私立学校】
（対象者） 震災により就学等困難となった幼児児童生徒
（補助率） 10/10
（対象事業） 都道府県等において行う授業料等減免事業

【特別支援（幼・小・中・高） 】
（対象者） 震災により就学困難となった幼児児童生徒

（震災により支弁区分が変更となった者も含む）
（補助率） 10/10
（対象事業） 都道府県等において行う就学奨励事業

【専修学校・各種学校 】
（ 対象者 ） 震災により、職業技術の教育等を目的とする学校への就学が困難となった

生徒 ・ 専修学校高等課程・専門課程：修業年限１年以上
・ 専修学校一般課程、各種学校：原則修業年限２年以上

（補助率） 高等課程(10/10)、その他の課程(2/3)
（対象事業） 都道府県等において行う授業料等減免事業
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